議会改革の現状と課題
1　議会改革の現状　
（１）議会改革の目的と到達点
目的＝①議会がその機能を十二分に発揮し、議会と住民の意識乖離の縮小を図り、住民の議会に対する理解と適正評価を獲得すること
②住民の自治意識の向上
到達点＝議会の存在(活動)が住民福祉を実現すること

（２）議会改革の現状
　①基本条例の制定は議会改革の手法の一つにすぎないが（全国で930団体、全団体の52.0%＝2022.4.1現在、公共政策研究所調査）鈍化しているのではないか？
②基本条例の標準装備（議案に対する個々の議員の賛否の広報、請願・陳情者の意見聴取の確保、議会報告会、一問一答、議会モニター制度、反問権、議員間討議）と言われている事項の具体化が進んでいないのでは？→ごく少数の議会しかない
③議会基本条例が実質的に議会機能発揮に繋がっているか→何が変わったか。議会機能が充実したのか、住民の評価が変わったのか。＝ほとんど変わっていない？
２　地方議会・議員の本質的な役割とその発揮の現状

（１）政策決定過程及び政策課題の解明と住民への周知(政策形成機能)

・議会の審議（質問、質疑等）を通じて住民の知りたい情報が解明され提供されていない

　　　・質問・質疑が機能していない

（２）住民にとって最善の政策選択(審議・決定機能)

・異なる意見、要求を踏まえて議論が尽くされていない

　　　・議員間、委員間討議がルール化されていない

（３）政策選択の結果(議決結果)の説明と説得(住民代表機能)

・審議経過と結果の説明・説得が不十分

・議会に対する正しい理解と評価を得るための努力がなされていない。

・制度的に住民が考えているほど議会に権限はないなど、制度の実態・限界から来る機能不全について、理解を求める説明がなされていない。→定数削減、報酬減額で住民批判をかわしてきた

３　議会改革の課題

　　議会に対する住民の評価を得るためには基本的な議会機能の発揮を実現することと住民の政治参加を促す→審議過程の実質化に資する運営改革が必要
（１）審議の実質化と住民への情報提供

①公開の場における審議への移行

議員・委員同士の議論が必要→そのためには個々の議員の質の向上を図る（関係行政に係る知識の涵養、調査研究の充実）
前段階として議員同士の情報交換、意見交換を行う必要がある
改革事例：ワールドカフェ方式の導入(宮城県柴田町その他)
②議員間討議の充実

・議員、委員同士の議論がないのが現状＝執行部に対する質疑だけで結論を出す。←最善の選択を求めるための異なる意見同士の議論がなくては住民に説明できない

・議論をする為には個々の議員の質の向上が絶対条件

関係行政に係る知識の涵養、調査研究の充実＝会派又は議員個人の調査・研究が必要や←事務局の協力が必要

委員会別にテーマ決めた議員間討論の実施（議案、所管事務）
③議案中心の会期設定の見直し　

　　　議案審議中心の会期設定から提言、監視機能発揮を考慮した会期の設定へ→会期の長期化←通年会期制の効果が見られない
④一般質問・質疑の充実

議員の質問、質疑能力の開発が必要

改革事例＝一般質問を議員全員で作り上げる（北海道別海町）
⑤常任委員会の所管事務調査の充実
・議会の監視・提案機能の担い手としての活動(閉会中の所管事務調査の充実)＝調査の継続性確保
・個々の議員(委員)の普段の調査研究活動が必要
・所管事務調査における委員の担当制も検討

（２）住民への情報提供と住民の活用(住民参加)の推進
　　住民の議会に対する理解と適正評価を獲得するには必須
①公聴会・参考人制度の活用（意思決定過程における住民意思の確認と反映）

②議会モニター制度、サポーター制度の活用

住民意思の把握から住民の支援協力へ＝議会支援制度
③住民報告会等の充実

・議会における議論の経過と結果の説明＝何が問題になっているのか、どのような意見の相違があるのか

・議会の制度及び実態の住民広報の充実＝議会の制度・実態に係る正しい理解を求めるとともに住民の政治参加意識の向上を図る

（３）議会と執行機関との関係のあり方の改革
　　①執行機関と個々の議員の関係

　　②審議の形骸化は執行機関の要請でもある？

　　　事前説明、事前審査を見直す

（４）適正な議員定数と議員報酬の確保

　　定数削減で議会は活性化しない→少人数では異なる意見が出難い＝長を利するだけ

定数と報酬は反比例ではない

（５）事務局の体制強化
議会改革には事務局の負担増は必須、人員増や労働超過が必要であることを理解させる必要がある。町村議会の事務局職員数2.6人(併任を含む平均)
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